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おわりに　　ケインスと現代の不況　失業問題

はじめに　　失業問題はなぜ重要か

　機械一工場生産システムの発展によっ てもたらされた規模の利益と問断ない技術の革新 ・改良

により ，資本王義経済の生産性は飛躍的に上昇，各種の財を低価格で大量生産することに成功し

たが，他方，それは都市部を中心に膨大な数の賃金（工場）労働者も生み出した。資本主義経済

の発展に伴う労働者階級の生活については，労働節約的な技術進歩や過剰人口，資本家の労働強

化なとにより悪化するという悲観論もあ ったが，先進国の場合，実質賃金の上昇や労働時問の短

縮， 豊富で安価な消費財の出現により ，徐々に生活水準は向上し，少なくとも２０世紀に入る頃の

欧米では，ある程度の生活水準を保証された労働階級が誕生していたといえる 。

　一般に労働者階級とは，「自らの労働力を商品として売って賃金を受けとり生活する人」であ

り， その多くは自らの賃金収入のみで家族も養わなければならなか った。それゆえ，彼らは苦し

みながらも団結し労働組合を組織していくが，企業側（資本家）との交渉力では依然として弱い

立場であ ったことは問違いない 。

　実際，資本主義的市場経済はその成立以後，周期的な景気循環を経験し続けており ，そのため

労働者はインフレ期の実質賃金の低下や不況期の賃金切下け ・雇用不安に悩まされ，とりわけ一

方的な解雇は首切りともいわれ，労働者にとっ てまさに死活問題であ った。また，発達した市場

経済は，伝統的な小量注文生産ではなく ，大量生産方式による見込生産が中心であり ，不確実な

需要のもと ，常に過剰生産のリスクを伴い，雇用不安の原因となっ た。 とりわけ外国貿易の比重

が高まり競争が国際化してくると ，需要シフトによる生産とのミスマッ チが生じやすくなり ，構

造的な失業の原因ともなっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１３）
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　労働者階級の福祉（ｗ．１ｆ。。。）を重視するケンブリッ ジ学派の伝統を受けつぐケインズ（Ｊ．Ｍ

Ｋ・ｙｎ・・）は，第一次世界大戦後の経済混乱と初の社会主義国家ソ運の誕生のなか，資本主義経済

の安定的繁栄を実現し，労働者の福祉の向上と階級間の調和（対立の解消）を図ることが，資本

主義体制を革命の危機から守る唯一の方向であるという認識に到る 。

　いうまでもなく ，労働者階級の福祉にとっ て最も重要なのは，高い実質賃金と安定した雇用の

確保であり ，なによりもその実現が階級調和の不可欠の条件であるが，高すぎる実質賃金は逆に

不利益を労働者にもたらす。なぜなら短期的には労働者に有利にみえても ，それが貯蓄不足を通

じて国内投資の減少となるならば，低成長 ・経済停滞を招き ，その結果減少したパイの分配をめ

ぐっ て労資間の対立が激化，労働者階級も不利益をこうむるからである。それゆえ，高い実質賃

金を維持しつつ，いかにして国内投資を増加させるかは，ケインズ政策の中心となるテーマであ

り， たとえばケインズが一貫して主張しつづけた英国の対外投資批判とその国内投資への転換政

策は，この目的を実現するための政策提言なのである 。

　一方，労働者にとっ て安定した雇用の確保や失業問題の解決は，高賃金の実現以上に重要な課

題であり ，ケインズは戦問期，まさにこの問題の解決に全力を注いだといっ ても過言ではない 。

いうまでもなく ，失業の発生は経済的資源の浪費であり ，それが大量で長びくほど経済成長を阻

害し，かつ失業者の生活を確壊し，労資間の階級対立の源泉となり ，体制の危機さえ招きかねな

い。 それゆえケインスは，失業問題を軽視し市場の自律的調整のみに委ねようとする正統派を批
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
判し，失業の原因と具体的な政策手段を提示しつづける。本論では，戦問期のケインスが次々と

生じる失業問題に対して，その原因をどのようにとらえ，どう解決しようとしたのか，この問題

をケインズ自身のことばも積極的に引用しつつ明らかにしたい 。

１）拙著『ケインズの経済学　　その形成と展開』（１９９１年，中央経済杜）の序章の第２節を参昭 。

Ｉ　戦後インフレから長びく反動デフレヘ

　第一次大戦後の急激なインフレーシ ョンのもと ，ケインスは１９２０年２月 ，インフレの進行を阻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
止し，物価水準の安定を実現するために，大胆かつ迅速な金利の引上げを求めた。しかし，この

激しい戦後インフレも２０年の中頃をピークに反転，２１年に入ると反動デフレの進行を押しとどめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
るために，逆に金利の思い切 った引下げを求める。すなわちケインズは，ケンブリッ ジ派の貨

幣・ 信用理論をもとに，物価安定化のための反循環的な金利（公定歩合）政策の有効性を主張 ，

政策当局の金利変更の遅さを批判した 。

　このようにケインズは，戦後の数年間の現実の経験から，物価水準（従って貨幣価値）が安定し

ていること，安定的であると人々が確信していることの重要性と実感し，『貨幣改革論』（Ａ

Ｔ．ａｃｔｏ． Ｍｏ。。ｔ。。ｙＲ．ｆｏｍ，１９２３）において，貨幣残高数量説をべ一スに，「物価水準の安定と変動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
に関する期待と投機の理論」を展開し，それをもとに貨幣（金融）改革の具体案を提示した 。

　ところで１９２３年の英国経済は物価水準の下落による生産およひ雇用の減少に苦しんでいたが ，

それにもかかわらず政策当局はケインスの意図に反し，外国為替市場でのポンドの約２％の下落

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１４）
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に反応して，なんと公定歩合を３％から４％に引上げた。ケインスは直ちに
‘‘

Ｂａｎｋ 　Ｒａｔｅ　ａｔ

Ｆｏｕｒ　Ｐｅｒｃｅｎｔ
’’

（１４／Ｊｕｌｙ／１９２３）を発表，物価水準の安定という最優先の政策目標の追求に反し ，

デフレを悪化させる政策であると ，当局を批判した 。

　「公定歩合の４％の引上げは，今までのなかで最も問違 ったものである。景気は力を失って下

降しつつある。物価はわずかに下りつつある。雇用は非常に悪い」としたうえで，「現在，イン

クラント銀行は新しく事業を起こそうとしている人にしはらく待って手をこまねいていた方がよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
いという警報を与えているのである。これによっ て彼の雇う労働者も離職せざるをえなくなる」

と失業の増加を懸念する。そして，「ポント建価格の上昇傾向を押しととめたり ，さらには下落

傾向を引き起こすことを積極的に望むのでない限り ，公定歩合を引上げることが正しいわけがな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
い。…… イングランド銀行は視野の狭い時代遅れの学説の影響下で，大きな誤りを犯した」と非

難するのである 。

　さらにケインスは約１ケ月後 ，‘‘Ｃｕｒｒｅｎｃｙ　Ｐｏ１１ｃｙ　ａｎｄ　Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ”（１１／Ａｕｇ／１９２３）にお

いて，前述した『貨幣改革論』をべ一スに，貨幣政策と失業の関係をより詳細に検討した 。

　ケインズはまず失業を「人の智恵や政策で解消できる非合理的なもの」という失業観を提示し

たうえで，デフレーシ ョン ・プロセスにおいて生じる失業を，「期待と投機の理論」を用いて ，

次のように説明する 。

　　ｒ物価下落の一般的期待は，生産過程を完全に抑制することがある。というのは，もし物価

　が下がるという期待があるならば，投機の「買い手」のポジシ ョンを取ろうとする人々が十分

　に多くはなく ，このために貨幣支出に伴う長期にわたる生産過程に着手できない　　これゆえ
　　　　　　　６）
　に失業が生じる 。」

　このようにケインスは，テフレの期待（予想）が値下り差損を回避するための生産の抑制 ・延

期を招くと警告し，特に当局の意図的なデフレ政策は，人々の現行の価格水準に対する信頼を失

わせて，状況をいっ そう悪化させるとみる。それゆえに，「個人主義的資本主義の線にもとづい

て組織された現代の産業社会は，公然たるデフレ政策に耐えることができない。…… 失業をなく

す最良の方法は，当局が貨幣政策の手段を用いて物価下落を防止し，物価水準に対する実業界の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
信頼を促進するためにできるだけのことをする，と宣言することである」と断言する 。

　しかしケインズはこの時期，失業の長期的あるいは潜在的要因として，英国経済の社会的およ

ひ構造的要因にも任目していた。たとえは ，‘‘Ｐｏｐｕ１ａｔ１ｏｎ　ａｎｄ　Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ
’’

（６／０ ．ｔ ／１９２３）

において，失業の原因の相当部分はデフレの進行と貨幣政策の失敗，さらには輸出需要品目の変

化に対する調整不良であることを認めたうえで，次のような問題提起をおこなう 。

　「失業は人口と非常に密接な関係にある調整不良の兆侯であることもある。すなわち基礎的な

経済条件が支持しうる以上の水準に実質賃金を維持しようとする組織労働者または社会全体の側
　　　　　　　　　　　　　　　８）
における試みから生じる失業である 。」

　ここでケインズは，既雇用の組織労働者には豊かな生活水準を保証する実質賃金の高さが，現

実の労働需要（雇用機会）を減少させ，増加する人口のもとで労働供給の過剰を紹くという問題

を提起しており ，労働者階級の福祉を支える高賃金と高雇用とが人口の増加傾向のなかでトレー

ドオフになることを恐れたのである。それゆえケインズは，「マルサスの悪魔は恐しい悪魔であ

る。 その悪魔はわれわれの社会的目標の現実的価値に対するわれわれの信仰を破壊してしまうか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１５）
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　　　　９）
らである」と不安を表明している 。

　ところで現実の英国経済では，１９２３年１０月に，ポールドウィン（Ｓ　Ｂ．１ｄｗｍ）首相が「保護貿

易の導入で全権が与えられなけれは，失業対策はたてられない」と宣言，総選挙もからんで議論

が沸騰した。ケインスは直ちに ，‘‘Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ”（１４／Ｎｏ。 ・１／Ｄ。。／１９２３）を発表，自由貿易擁護

の論陣を張った。「保護主義のなしえないことが一つあるとしたら，それは失業をなくすことで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）ある。保護貿易の中心的な考え方は貿易を縮小させることにある。」「失業を救済するという主張
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）は， 保護貿易論の誤りのなかで，最も粗雑なものである」と言い切ったために，この２つの引用

文は，ケインズの「自由貿易主義宣言」とも解された 。

　しかしながら，この論説の主張のなかで見逃してならないのは，次の見解である 。

　　「輸入に対する人為的干渉は輸出を妨げるか，そうでなけれは資本がわが国から流出するこ
　　　　　　　　　　　　　　　１２）
　とを人為的に奨励することになる。」「輸入抑制はそれに見合う輸出の制限を伴わない限り ，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
　れは国内からある程度の資本の輸出を引き起す 。」

　すなわち，「国内で生産可能な商品の輸入を差し止めるならば，いま失業している英国人の一
　　　　　　　　　　　１４）
部がその生産に雇用される」としても ，輸出がそれに伴って減少するならば失業は減少しない 。

しかし輸入の滅少が対外貸付けの増加となるならば，貸付国への輸出の増加となるのではないだ

ろうか。この対外貸付けと輸出との因果関係という重要な論点の検討は後の論説に持ちこされる 。

　１９２４年４月 ，ロイド ・ジ ョージ（Ｌ１ｏｙｄ　Ｇｅｏｒｇｅ）は『ネーシ ョン』誌上で，失業問題を解決す

る具体策として大規模な公共事業計画の実施を提唱し，この政策提言をめくっ て同誌上で政策論

争が展開されたが，ケインズもこれに参加，“Ｄｏｅｓ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　Ｎｅｅｄ　ａ　Ｄｒａｓｔ１ｃ　Ｒｅｍｅｄｙ？
’’

（２４

／Ｍａｙ／１９２４）で，ロイド ・ジ ョージを強く支持した 。

　ケインズは失業の原因として，事業に対する確信の欠如に加えて，「その一部は産業問の労働

移動性の低さ，労働組合の責任，庇護産業（国内市場向け産業）と非庇護産業（輸出産業）と呼ぶ

ものの問の賃金格差」をあげたうえで，この構造的な失業問題を解決するために「多大な資本支

出を伴う大規模な建設事業」の促進政策を支持する。それは単に建設業界の失業の解消させるだ

けでなく ，「好況は累積化するという原理」に立脚し，産業問の労働移動を促すことになるから

である。それゆえケインズは，次のように自説を展開する 。

　　「不況の所から労働者を虹理に押し出すのではなく ，繁栄している所へ労働者を引きつける

　こと ，組織労働者の力を打ち砕くのではなく ，その恐怖をなくすこと ，高い所の賃金を引き下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
　げるのではなく ，低い所の賃金を高めることによっ てである 。」

　　「失業の最終的な解決と累積的な繁栄を始動させる刺激をもたらすものとして，貨幣改革と

　相対的に不毛な対外投資から国内で国家が奨励する建設的な事業への国民貯蓄の転換とを期待
　　１６）

　する 。」

　ここでケインズが主張した海外投資批判　　とりわけ過度に対外貸付けを優遇し刺激している

英国の制度や法に対する批判（そして改善のための具体案の提示）は，この時期にとりくんだいま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
一つのテーマであり ，ここに海外投資批判と国内投資の喚起政策は不況克服策として結合する 。

　しかしながら当然の如く ，ケインズのこのような主張に対して多くの批判が寄せられたため ，

“Ａ　Ｄｒａｓｔ１ｃ　Ｒｅｍｅｄｙ　ｆｏｒ　Ｕｎｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ　Ｒｅｐｌｙ　ｔｏ　Ｃｒ１ｔ１ｃｓ”（２６／Ｊｕ１ｙ／１９２４）において，対外貸付

けと輸出および失業の関係を正面から取り上げて論じる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１６）
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　ケインズはまず，「対外貸付けは賠償要求と同じように，自動的にそれに見合う輸出の流れを

作り出すものではない」としたうえで「これ（英国の輸出増加）が生じるのは，ポンドの為替相

場が下り ，わが国の庇護された非輸出産業を犠牲にして輸出産業を刺激されるからであり ，これ

によっ て， この２つの産業問の均衡を回復しなければならない」と述べ，この困難で過酷な均衡

化プロセスを次のように予想する 。

　　「現在の物価水準の下でのわが国の輸出に対する世界需要が非弾力的であるならば，この調

　整を行なうのに相当の為替相場の下落が必要になるかもしれない。さらにその上に，調整過程

　に対する激しい抵抗が生じるかもしれない。為替相場の下落は「生活費」を引上ける傾向があ

　り ，「庇護」産業は，このために生じる実質賃金の低下を避ける努力をするかもしれない。わ

　が国の経済構造は弾力的でないので，調整には多大な時問を要し，発生した緊張とこれに伴う

　破壊から間接的なロスが生じるかもしれない。その間は資源が遊休し，労働は雇用を失 ったま
　　　　　　　　　　１８）
　まになるかもしれない 。」

　しかしここでわれわれが注目すべきポイントは，ケインズが英国経済の将来像として，国内投

資一国内産業型のハランスのとれた産業構造のウィシ ョンを提示し，旧来型の海外投資一輸出産

業型（あるいは国際金融と世界貿易）型の経済構造への復帰を否定したことである。すなわち，ケ

インスの資本支出計画への支持は，一時的な失業問題の解決だけでなく ，それはまさに，新しい

英国の経済構造へのスムーズな転換を促し支えるものなのである 。
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１０）

１１）

１２）

１３）

１４）

１５）

１６）

１７）

１８）

Ｃｏ１１ｅｃｔｅｄ　Ｗｒ１ｔｍｇｓ　ｏｆ　Ｊｏｈｎ　Ｍａｙｎａｒｄ　Ｋｅｙｎｅｓ，ｖｏ１Ｘｍ，ＰＰ１８１～４　（以下巻名のみをギリシャ

文字で示しているのは，ケインズ全集の巻数をさす）

　Ｗ［【，　ｐｐ．２５９～６５

　拙著（訓掲書）の第２章の２～４節を参昭のこと 。

　ＸＤ（，　Ｐ．１００

　ｌＸＩＸ，　ｐ．１０３

　Ｘ灰，　ｐ．１１４

　Ｘｌ）（，　ｐ．１１５

　ＸＤ（，　ｐ．１２１

　Ｗ
，　ｐ．１２２

　ＸＤ（，　ｐ．１５１

　Ｘ１Ｘ，　ｐ．１５２

　凧
，　ｐ．１４８

．

　ＸＩＸ，　ｐ．１５２

　ＸＤ（，　ｐ．１５４

　ＸＩＸ，　ｐ．２２１

　狐
，　ｐ．２２３

　拙著（前掲書）の第３章の２ ・３節を参照のこと 。

　ＸｌＸ，　ｐｐ．２２７～８

（３１７）
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１　金本位制復帰による不均衡の発生

　１９２４年の後半，旧平価による金本位制復帰への期待から，ポンド為替相場は上昇し始め，２５年

春には，２４年の中頃に比べて約１０％ほと上昇したが，それはこのポンド騰貴に見合う賃金やコス

トの低下，あるいは米国での物価上昇という好運のいずれを伴うものでもなかった。しかしなが

ら当局は，好機到来とみて２５年４月２８日 ，待望の旧平価による金本位制復帰を宣言する 。

　ケインズは国内経済の安定と繁栄　　換…１すれは国内均衡の実現　　を最重要の政策課題と位

置づけており ，金平価の維持という国際均衡を優先させる戦前期の厳格な金本位制の採用には ，

終始反対しつづけていた。しかもこの復帰が事実上の１０％のポンドの切上げになることから，当

局の誤った政策であると厳しく批判する 。

　ケインスは，『イウニンク ・スタンタート』紙に ，‘‘Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｍｏｎｅｔａｒｙ　Ｐｏ１１ｃｙ”を

連載（２２／ ・２３２４１Ｊｕ１ｙ／１９２５），後に『チャーチル氏の経済的帰結（Ｔｈ．Ｅ。。ｎ．ｍ１． Ｃｏｎ。。ｑｕ．ｎ。。。ｆ

Ｍ． Ｃｈｕ．ｃ ｈ１１１．１９２５）』というパンフレ ソトとして出版するが，そこでは大蔵大臣であるチャーチ

ルの威信をかけたこの決定が，どのような経済的帰結をもたらすのかを，国民に平易なことばで

具体的に説明する 。

　　「現在，（金表示価格で）１０％ほど下回 っているポンドの為替価値を戦前の水準まで高めよう

　とする政策は，われわれが外国に何かを売る場合，つねに外国の買い手がその国の貨幣で１０％

　多く支払わなければならないか，あるいはわれわれが英国の貨幣で１０％少なく受け取らざるを

　えない。換言すると ，外国で物価が上昇する場合を別とすれは，われわれは競争的な価格水準

　を維持するためには，石炭あるいは鉄 ・用船料その他のポンド価格を１０％引下げなければなら

　ない。したがって為替を１０％改善させるという政策は，英国の輸出産業のポンド収入が１０％減
　　　　　　　　　　１）
　少することを意味する 。」

　このように，英国の輸出産業は輸出不振と経営悪化に追い込まれ，庇護された国内型産業との

問に不均衡（前述した対外貸付の増加とは逆方向の不均衡）が生じる。他方国際経済の面では輸出の

減少と輸入の増加から経常収支が悪化，それを短期資金の流入による資本収支の改善によっ て相

殺するために，政策当局は高金利 ・信用制限政策を余儀なくされる 。

　そこでケインズは，ポンドの切上げの本質に迫るために，これまでの貨幣数量説にもとづくマ

クロ的なアプローチに換えて，産業経済の内部に切り込み，各産業の価格とコストの関係分析に

鋭いメスを入れる。すなわちケインズは，財やサービスをいくつかのクラス（同類のグループ）に

分類し，為替レートの上昇がそれぞれのクラスの財 ・サービスの価格にどのような影響を与える

のかを検討し，影響の差異を明らかにした（表一１）。 この表から明らかなように，最大の問題は

Ｅクラス（とくにＥ。）の商品を生産している輸出産業における販売価格と生産コストとの間の不

均衡（損失の発生）であり ，この生産コストを構成しているクラスＣやＤの価格が１０％ほど低下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
しない限り ，真の均衡への基礎的調整は終了しない。しかしケインズは，価格の下方伸縮性の差

異ゆえに生じるこの基礎的調整の厳しさを当局は全く鉦視していると批判，当局が隠そうとして

いる現実の調整プロセスを明るみに出し，次のように予想する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１８）
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表一１

具体的な財 ・サービス 対応する物価水準 ポンド切り上げの影響

ク　ラ　ス　Ａ
締花や小麦など国際的に組織 卸売物価指数 瞬時に価格は国際水準に調整される 。

された市場をもつ財

ク　ラ　ス　Ｂ
労働者の支出対象となるよう 生計費指数 食品が多く ，クラスＡの商品を含むので ，

な財 輸入価格の下落で若干，低下する 。

ク　ラ　ス　Ｃ
貨幣賃金 賃金指数 通常は，生計費と同じ幅だけ下落すること

はない。失業と労働争議を必要とする 。

ク　ラ　ス　Ｄ
国内での経費で鉄道運賃 ・利 なし クラスＡの価格の変化に，ほとんど影響

子など国内のサービス されない 。

Ｅ１
国内向けの製品（非輸出型） なし 原材料が輸入品であれば生産費は低下する

が， 値下りは期待できない 。

Ｅ２
繊維製品のように原材料は輸 輸出製品価格指数 輸出価格の引下げを余儀なくされるが，あ

クラスＥ 入の国際競争（輸出）財 る程度は原材料費の低下でカバーできる 。

石炭 ・鉄鋼や海運のような国 原材料（主として石炭）輸出指 国内の原材料や労働のみが生産費であり ，

Ｅ３ 際競争的な財 ・サ ービス 数や海上運賃指数 ポンド高のメリットは生じない。最も不利

益が生じる 。

　　「まず輸出産業に深刻な不況がおとずれるだろう 。このこと自体は有益である。それは賃金

　切下げに有利な環境を生み出すからである。生計費はやや低下する。これもまた有益である 。

　なぜならは，それは賃金切下けを支持する正当な論拠を与えることになるからである。それに

　もかかわらず現実には生計費は十分に下らないし，したがって，庇護産業で賃金が下落しない

　限り ，輸出産業は輸出価格を十分に下げることはできない。さて庇護産業で賃金が下らない唯

　一の理由は，非庇護産業に失業が存在していることにある。したがって庇護産業にも失業が存

　在するようにならなければならなくなる。このための方法は信用制限であろう 。それによっ て

　賃金が本当に下るまで必要とされる限りいくらでも ，計画的に失業を増加させることができる 。

　この過程が終結したときには，生計費もまた下っているだろう 。その時には幸運にも ，まっ た

　く出発前の物価水準にあるだろう 。賃金を引下げるために計画的に失業を増加させることを認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　めることは政治的に安全なことではない 。」

　では政策当局は，失業を計画的に増加させることになり ，厳しい労使対立を生むような旧平価

復帰をなぜ強行したのだろうか（実際，１９２６年は，炭抗ストからゼネストヘ進むという最悪の年となっ

た）。 それは正統派が「最初に打撃を受ける輸出産業の景気後退は，必要とあれば高金利政策や
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
信用制限を抱き合わせることによっ て， 社会全体に均等かつ急速に拡散するだろう」と想定して

いたからであり ，さらにいえば，彼らは繁栄と栄光の１９世紀の英国のように，今でもなお経済組

織の流動的かつ伸縮的で十分な自己調整力を備えていると暗黙のうちに仮定しているからである 。

しかしケインスが強調したのは，まさに英国経済における拡散の原理（Ｐｍ．１ｐ１．ｏｆ　Ｄ１ｆｆｕ．１．ｎ）の

否定であり ，諸価格間の不均衡のもとでの失業の発生である。そしてこの不均衡の問題は，『貨

幣論』（Ｔ・・ａｔｌ・ｅ　ｏｎ　Ｍｏｎｅｙ，１９３０）の主たるテーマの一つであり ，より　般的に次のようにまとめ

られている 。

　　 「貨幣的変化は，すべての価格に対して同じように同じ程度に，あるいは同じ時点で影響す

　るものではないという事実が，それを重要な意義のあるものにしているのである。種々の価格

　水準の動きの不一致こそ，現に起りつつある社会撹乱の証拠であり ，また同時にその尺度でも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１９）
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　　５）
　ある 。」

　通常のケインス解釈は『般理論』の総需要アプローチに偏り ，不均衡を「潜在的な供給能力

と現実の総需要」あるいはｒ完全雇用下の国民総生産と現実の国民総生産」との間のマクロ 的な

（あたかも１財モデルの如き）不均衡に限定しがちであるが，ケインズの経済学にとっ て， この諸価

格問あるいは産業問の不均衡分析もまた，きわめて重要であることを見逃してはならない 。

１）Ｅｓｓａｙｓ　ｍ　Ｐｅｒｓｕａｔｌｏｎ（１９３１），『説得論集』宮崎義一訳，東洋経済新報社，１９８１年，２４５～６ぺ一ジ 。

２）Ｘ１Ｘ，ＰＰ
．４２７～３４

．

３）［説得論集』（上掲書）２５２～３ぺ一ジ 。

４）同上，２５２ぺ一ジ 。

５）『貨幣論Ｉ』，小泉 ・長沢訳，東洋経済新報社，１９７９年，９５ぺ一ジ 。

皿　産業問の不均衡から長期不況へ

　ケインズは１９２６年から２７年にかけて，苦境にあえぐ石炭産業や綿糸 ・綿織物産業の危機打開の

課題にとりくみ，これらの業界に対して競争と協調のメリットを生かす具体的な解決策を提示し

た。 しかし現実の英国経済はゼネストと経済危機の２６年をすぎても好転せず，次第に慢性的不況

へと進んでいっ た。

不況が輸出産業をこえて広がり始めた２８年７月 ，ケインスは ，“Ｈｏｗ　ｔｏ　Ｏｒｇａｍｚｅ　ａ　Ｗａｖｅ　ｏｆ

Ｐｒｏｓｐｅｒ１ｔｙ
’’

（３１／Ｊｕ１ｙ／１９２８）で改めて失業問題をとりあげる
。

　ケインズはまず，『チャーチル氏の経済的帰結』で予言したように，高金利と信用制限政策で

は生産コストを引下げられなかったことを確認したうえで，現状を，「利益も雇用も破滅的なほ

どうまくいっ ていない。その上に「合理化」によっ て利益マージンを回復しようとする試みがな

されているが，その努力が成功すればする程，少なくとも当初は失業を増大させる可能性が大き
　　１）
くなる」とみてさらに，「合理化は節約と効率化を達成するだろう 。しかしこれは失業をなくす

のではなく ，悪化させざるをえない」と危倶する 。

　このように合理化政策のもつジレンマに陥ったケインスは，ここでも国家による資本支出計画

の奨励 ・助成を求め，次のように訴える 。

　　「われわれは，失業者と遊休工場および国内で利用されている以上の貯蓄を有している時に ，

　これら（資本支出計画）に手をつける余裕はないなどと言うことは全くばかげている。なぜな

　ら，これらのことをやるのは，失業者や遊休工場を用いることであ って，それ以外の何も必要
　　　　　　　　　２）
　としないからである 。」

　そこでわれわれが注目すべき点は，ケインズが，ここに到 って，不況を地域や業種をこえた総

需要不足によるマクロ的不況であると考えるようになっ たことである。なぜなら ，「能力を１０％ ，

２０％または３０％下回って操業させられている工場における浪費は極端なものである。さらにまた ，

労働力の完全雇用による購買力の増大は，無数の産業と職業の繁栄に対して迅速かつ累積的に働
　　　　　　３）
きかけるだろう」と述べているからであり ，明らかにこれは，総需要（有効需要）の理論の方向

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２０）
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を示している 。

　実際，ケインズの総需要アプローチは次第に明快で説得的な方向へと進んでいくが，その出発

占となっ たのが，１９２９年の５月にヘンダーソン（Ｈ　Ｈ・ｎｄ・…ｎ）と共同執筆したパンフレ ソト

『ロイト ・ジ ョージはそれをなしうるか　　公約を検討する（Ｃａｎ　Ｌ１ｏｙｄ　Ｇｅｏ・ｇ・ Ｄｏ　Ｉｔ？一Ｔｈ・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
Ｐ１．ｄｇ． Ｅｘ．ｍｍ．ｄ）』であり ，それは自由党の資本支出計画の選挙公約を支持するものであ った 。

　このパンフレ ットはまず，失業がいかに無駄でかつ大きな負担を強いるのか，その現実を鋭く

指摘する 。

　　　　　　　　　　　１　　「英国の労働人口の一ないしはそれ以上が８年問にわた って失業させられている。これは英
　　　　　　　　　　　１０

　国史上に前例のない事実である。現在，１１４万人の労働者が失業している。この失業のために ，

　われわれは失業保険基金から年問およそ５０００万ポントの現金支出を負担している。これには貧

　困者救済金は含まれていない 。・・・… しかし無駄は以上ですべてではない。失業者にとっ ては ，

　失業手当と完全就業賃金との差額，およひ体力と士気の損失に相当するはるかに巨額の損失が

　ある。雇用主にとっ て利潤の損失があり ，大蔵大臣にとっ ては税収の損失がある。さらに英国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　全体の経済進歩を１０年問遅延させるという計りえない損失もある 。」

　ではなぜ総需要の不足が生じるのだろうか　　ケインスは次のように説明する。高金利と信用

制限のもとで国内投資が減少して，過剰貯蓄の状態となり ，その一部は対外貸付けとなるが，対

外貸付けは後述するように，直接輸出の増加とはならず，総需要の不足（総貯蓄＞国内投資十輸出

超過）は解消されない。すなわち，総需要不足による不況は，資金面では過剰貯蓄として，生産

面では資本設備の遊休や失業の増加としてあらわれるのである 。

　ところでこの不況がマクロ 的で広範なものならは，ケインスの支持する資本支出計画の効果は ，

建設関連にのみとどまらず，他の産業にも広く及ばなければならない。それゆえ，直接的な雇用

増加に加えて問接的な雇用の増加が重要であり ，次のように述べられる 。

　　「一般的にいっ て， 資本支出計画でもたらされる問接的雇用は直接雇用よりもはるかに大き

　い。この事実こそ，このような計画を推進する最有力の論拠の一つである。なぜならそれは ，

　これらの計画によっ て提供される雇用のより大きな部分が英国の諸産業にあまねく拡散するこ

　　　　　　　　　　　　６）
　とを意味するからである 。」

　しかもケインズはこの不況を慢性的ではなく ，進行を阻止すれば流れを好況へ向け逆転できる

ものと考えている。すなわち「好況への刺激が一度与えられると ，その効果は累積的となるであ

ろう 。したがって（年問）１億ポンドの投資プログラムは異常な失業の力をくじくと期待してよ
　　　　　７）
いであろう」と楽観的であるが，さらに，それは構造的 ・摩擦的失業の解消をももたらす。なぜ

なら，「至る所に職場が創り出され，雇用主たちが労働者を求めるようにならない限り ，「転職」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
問題を真剣に取り組んでみても徒労となる」からである 。

　以上のことからケインズは次のようにいう 。

　　「経済活動（ｔ。。ｄ。）が活発に回り始めると ，不況期とは反対の一組の力が作用し始めて，事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
　業や資本拡張の雰囲気が財界に広がり ，その結果，経済活動の弾みが増すことになる 。」 ，「こ

　の失業はかなり広範囲に分散しており ，当然ながら長期間にわた って雇用機会が削減されそう

　な産業から労働者の転職が進むようになる。総失業者数をこのように高い水準に持続させるよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ）
　うな吸収能力しか示しえないことは産業全体の全般的な欠陥である 。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２１）
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　では３億ポンド（年１億ポンドで３年問）と想定されている費用はどのようにして調達されるの

だろうか。その主たる資金源については，「他の資本施設に対する資金供給から転用されるので

はない。その一部は失業向けの資金供給から転用される。それよりも多くの部分は現在適切な信
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
用を欠いているために，いたずらに無為のまま放置されている貯蓄から捻出されることになる」

として余剰貯蓄の存在をあげる。さらに「若干はこの新しい政策によっ て促進される繁栄そのも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１のによっ て賄われる」，より具体的には「その（費用の）一はおそらく ，その年から次の年の内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８
に， 国民所得の増加に対応した歳入増加によって回収されることになろう」と述べ，乗数効果の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）存在を示唆する。「そして残りの部分は対外貸付けの減少によっ て調達されることになろう」と

付け加えているが，対外貸付けの減少は輸出超過の滅少とならないのだろうか　　これは本論の

Ｉで提起した論点である 。

　ケインズは，『エコノミスト』誌の編集長が誌上で，「資本の輸出は商品輸出を促進する。これ

はすべての人によっ て支持されるであろう命題である」と発言したことに強く反発，金本位制下

での現実の因果関係のプロセスはどのようになるのか，その説明を編集長に強く求め，望む答を

引き出す 。

　「わが国の対外貸付けが直接に英国の輸出を促進しない場合にどのようにして間接的にそれを

　促進するのか，という私の問に対して，あなた（編集長）の答は，それが外国への金の流出傾

　向を引き起し，公定歩合の引上げを招くことになり ，この引上げが輸出を刺激するというもの
　　　１３）
　でした 。」

　このように金本位制（固定為替相場）のもとでの対外貸付けの増加は高金利政策を招くことに

なるから，問題となるのは『チャーチル氏の経済的帰結』で論じたのと同様，高金利政策が輸出

増加を導く現実的な因果関係の問題であることから，「それは価格だけでなく ，生産コストを引

下げるときのみです。一・・失業の発生はもしそれが十分に大幅で長く続くのであれば賃金率の引

下げを期待できます 。・・・… もし賃金率が低下するならば，英国の外国市場における競争力が高ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
ることは間違いなく ，輸出は増加するでしょう」と説明する 。

　以上のようにケインズは，不況の原因を総需要の不足に求めるが，次の問題はなぜ総需要の不

足が生じるかである。対外貸付けの増加が高金利政策を伴い，価格と生産コストとの不均衡を招

いて構造的 ・摩擦的失業を増加させることは理解できるとして，では国内投資や消費支出の減少

によっ て生じた過剰貯蓄はどこへ消えてしまっ たのだろうか。少なくとも１９３０年に入るまで

（『貨幣論』完成の直前まで），ケインズ自身の明確な答は示されていない。これは『貨幣論』の理

論構造の核心（革新）であり ，解決のヒントは，本論の１で論じた不況下の企業の価格と生産コ

ストの不均衡　　すなわち販売価格の下落によっ て収入が滅少，収入が正常利潤を含む総費用を

下回 って，損失が生じている企業の現実である。これは，まさに，マーシャルの一時的均衡の状

態であり ，マクロ的に表現し定式化するならば，収入は総需要（消費十投資），生産費は国民所得

（消費十貯蓄）に対応するから，マクロ的な企業の損失は，生産費（消費十貯蓄）一収入（消費十投

資）となり ，

　　貯蓄一投資：企業の損失

となる。企業の損失が銀行なとからの借入れでファイナンスされるならぱ不況期には ，

　　貯蓄＝投資のための資金需要十損失補填のための資金需要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２２）



　　　　　　　　　　　　　　　　不況 ・失業問題とケインズ（松川）　　　　　　　　　　　　　　１４７

　　　　　　　　　　１５）
という関係が成立する。それゆえケインズは「投資は貯蓄マイナス企業の損失である。それゆえ

損失を減少させるならばより多くの投資が可能となる。すなわち，企業の意外な利潤は必らず貯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
蓄をこえる投資に，企業の損失は投資をこえる貯蓄に等しくなる」と明確に説明する 。

　以上のように，過剰貯蓄が企業の損失を補填するために無益に浪費されているならば，国内投

資を含む総需要（総支出）の増加は，どのようなものであれ，不況の克服と利潤 ・雇用の回復に

寄与し，逆に総需要の減少は不況をいっ そう悪化させることになり ，これが総需要論アプローチ

の要諦である 。

１）

２）

３）

４）

５）

６）

７）

８）

９）

１０）

１１）

１２）

１３）

１４）

１５）

１６）

　Ｘ１Ｘ　ｐ７６１

　Ｘ灰　ｐ７６５

　Ｘ灰　ｐ７６３

　ケインズは終始一貫して資本支出政策を支持したが，求めた具体的な内容はどの時期でもほぽ同じ

であり ，鉄道，道路，港湾 ・ド ック ，住宅 ・スラム街の除去，電話や電力開発，下水施設など，いわ

ゆる杜会インフラの整備である。詳しくはケインズも参加してまとめた自由党黄書ｒ英国産業の将来

（１９２８年）』で論じられている。しかしながらケインズは，産業の国有化を求めているのではなく ，そ

の多くは政府保証などによる半公共的企業 ・民問企業の助成である。拙著（前掲書）の第５章 ・第４

節も参照のこと 。

　『説得論集』（上掲訳書）の１１０ぺ一ジ 。

　同上の１２６ぺ一ジ 。

　Ｘ灰　ｐ８０７

　『説得論集』（上掲訳書）の１０６ぺ一ジ 。

　同上の１２７ぺ一ジ 。

　同上の１２９ぺ一ジ 。

　同上，１４３ぺ一ジ 。

　同上，１４３ぺ一ジ 。

　）（［Ｘ，　Ｐ．８０１

　ＸｌＸ，　ｐ．８０３

　拙著（前掲書）の第１０章の４ ・５節，および拙稿「ケインズの不均衡分析」 ，『立命館経済学』１９９７

年１２月 ，を参照のこと 。実際，利潤（冗）は投資（Ｉ）一貯蓄（Ｓ）となり ，物価水準をＰ，総生産量をＯ ，

総需要をＤ（…Ｐ ・Ｏ），総所得（Ｅ＝総生産費，賃金と正常利潤を含む），とすると ，冗＝Ｄ－Ｅである

から

　　　 冗　　Ｄ＿Ｅ　Ｐ ．Ｏ＿Ｅ　　　Ｅ
　　　一一　　　　＝　　　　　　：Ｐ
　　　Ｏ　ｉ　Ｏ　　　　Ｏ　　　　　Ｏ

　　　　　冗　　Ｅ
　　　Ｐ＝　　十
　　　　　〇　　〇

　であるから ，冗：Ｉ－Ｓを代入して

　　　　　Ｅ　　Ｉ－Ｓ
　　　Ｐ＝Ｕ＋Ｏ

　となり ，この式は，『貨幣論』の第２の基本方程式である 。

　ＸＸのｐ．１２９ 。

（３２３）



１４８ 立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

１Ｖ　大不況の衝撃

　１９３０年，ケインズは『貨幣論』を完成させるとともに，『マクミラン委員会』を中心に活躍 ，

高金利と不況の進行という悪循環に陥っている英国経済に対して，種々のタイプの救済策を提示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
したが，いうまでもその中心となっ たのが国内の資本支出計画の推進であ った 。

　ところが１９３０年も後半に入ると ，米国を震源とする大不況は世界的な広がりを見せ始める。ケ

インズは早くも１９３０年の５月に，「多くの人々はいまだ気がついていないが，事実われわれはい

ま， 非常に厳しい世界的な不況　　前例のない大不況として歴史にとどめるであろう不況のどん
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
底にいる」と警告して，「積極的かつ決定的な政策が必要である」と訴える 。

　事実，この世界的大不況は，正常水準からの急激な物価下落と生産 ・雇用の激しい収縮を伴う

経済恐慌であり ，それは次のようなメカニズムで深刻の度を増していっ た。 すなわち，投資の減

少→利潤の減少 ・将来への確信の喪失→投資からの期待収益の低下→投資のいっ そうの減少 ，

また，物価の下落による実資金利の上昇に加え，貸付けリスクの上昇→資金の流動的資産への

シフト→貸し渋り ・貸付け金利の上昇となっ て資金面からも投資を抑制するようになり ，さら

には賃金切下げ ・失業の増大→労働者階級の賃金収入（所得）の減少→消費の減少も加わ って ，

不況をさらに悪化させる 。

　しかしこの大不況は先進国間での輸出 ・輸入の減少を通じて波及していっ ただけでなく ，一次

産品の輸入の減少→一次産品国際価格の下落→途上国や植民地の収入の減少 ・購買力の低下

→先進国の輸出の減少→一次産品の輸入の滅少という悪循環に陥り ，途上国や植民地へも広が

っていく 。

　ケインスは，“Ｔｈｅ　ＧｒｅａｔＳ１ｕｍｐ　ｏｆ１９３０”（２０／Ｄｅｃ／１９３０）において，「何よりもまず，この不

況の極度の激しさに注目しなければならない。世界三大工業国である米国 ・ドイツ ・英国におい

て， １０００万人以上の労働者が失業している。産業を拡張するのに十分な利潤をあげている重要産

業は，ほとんどどこの国にも存在しない。それと同時に，一次産品生産国においては，鉱産物や

農産物は，ほとんどの重要産品に関していうと ，生産者の大多数にとっ て， その生産費さえ償え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ないような価格で販売されているのである」と大不況の未曽有の厳しさを指摘する 。

　ではなぜ披資の増加を導くような自律的な回復が生じてこないのだろうか。ケインズは前述し

た『貨幣論』の理論モテルを適用して，「貸手の貯蓄は新規の投資事業への融資に向けられずに ，

企業の欠損や窮迫した借手への融資のためにのみ使われている」とみるが，実際「物価の下落に

よっ て蒙った損失を埋め合せようとする困窮した借手は，どんな支払い条件でも支払う覚悟でい
　　　　４）
るのである 。」

　またケインズは，消費不振も失業の一因であるという立場から，ＢＢＣでラジオ講演　　
‘‘

Ｔｈｅ

Ｐｒｏｂｌｅｍ　ｏｆ　Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ”（１４／Ｊ・ｎ／１９３１）を行なう 。そして，ｒいく百万人もの人々が失業を

強いられている問に，多くの潜在的な富が空費されつつあるのです。失業中の労働者と遊休設備

をもっ てすれは，いく百万ポントもの価値をもつ商晶を生産することができたし，そうすれは労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
働者はもっと幸福になり ，生活水準ももっと向上するでしょう」と話し，支出を伴わない貯蓄や

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２４）



　　　　　　　　　　　　　　　不況 ・失業問題とケインズ（松川）　　　　　　　　　　　　　　１４９

節約を批判，消費拡大を国民に訴える 。

　　「失業中の余剰労働者がすでに多数存在しているならば，貯蓄の効果は，単にこの余剰労働

　者を増加させ，それゆえ失業を増加させることにしかならないのです。さらにこのようにして ，

　あるいは他の何らかの原因でひとりの人が失業させられると ，その人の支出力の減退のために ，

　その人がもはや購入できないものを生産している労働者たちから，さらに失業者が出ることに
　　　　６）
　なります 。」

　そして「商品を買う場合には常に雇用を増すことになります　　ただし英国の雇用を増加させ

ようとするならば，その商品は英国の国産品でなければなりません」と買い物を勧め，さらに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
「さまざまなことを行ない，支出し，大規模な事業を起す」ことを求める 。

　しかし世界的大不況はさらに悪化し，１９３１年５月のクレジ ット ・アシュタルト（オーストリア

最大の銀行）の破綻に端を発した金融恐慌はトイツに波及，トイノ各地の銀行の多く経営危機に

追い込み，その結果，８月にはドイツ中央銀行の準備も枯渇し，国際的なモラトリアムに陥る 。

　ケインスは
‘‘

Ｔｈｅ　Ｃｏｎｓｅｑｕｅｎｃｅｓ　ｔｏ　ｔｈｅ　Ｂａｎｋｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｏ１ｌａｐｓｅ　ｏｆ　Ｍｏｎｅｙ　Ｖａ１ｕｅｓ
’’

（Ａｕｇ／１９３１）

において，深刻な金融恐慌 ・銀行危機という（今の日本にも通じる）問題を論じる 。

　一般に資金調達を銀行に依存している信用経済の場合，銀行は借手が差し出す担保の資産価値

に対して，一定割合までしか貸付けを行わない。それは預金者と資金の借手との問で保証を与え

る銀行が，資産価値の予想しうる程度の変動を考慮に入れているからである。しかし，この激し

いデフレーシ ョンの結果，担保の資産価値も激落して銀行のマージンが流出し，しかも貸付金の

多くが事実上，回収不可能となっ ているため，銀行が深刻な苦境に陥 っているのであり ，銀行の

長期貸付けも縮小している 。

　それゆえケインズは，事態を「金融構造全体の統一性」の危機としてとらえ，「疑わしいあら

ゆる資産について，控え目な評価を行ったとすれば，世界中の銀行の大部分は，支払不能の状態

に置かれていることが分かると私は考える。そしてデフレーシ ョンがさらに進行すれば，そのよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
うな銀行の割合は急速に増加するだろう」と予想し，「現代の資本主義は貨幣価値（ここでは物価

の意味　引用者）を以前の値まで上昇させる何らかの方法を案出するか，それとも広範囲にわた

る支払不能，債務不履行，金融構造の大部分の崩壊に会うのかの選択に，直面していると私は信
　　　９）
じている」と危機感を表明する 。

拙著（前掲書）の第６章を参照のこと 。

ＸＸ，ｐ
．３４６

．

『説得論集』（前掲訳書）の１５１ぺ一ジ 。

同上，１５８ぺ一ジ 。

同上，１６２ぺ一ジ 。

同上，１６３ぺ一ジ 。

同上，１６６ぺ一ジ 。

同上，１８５ぺ一ジ 。

同上，１８６ぺ一ジ 。

（３２５）



１５０ 立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

Ｖ　大不況に苦しむ世界経済

　ケインズは，１９３１年３月 ，‘‘Ｐｒｏｐｏｓａ１ｓ　 ｆｏｒ　Ａ　Ｒｅｖｅｎｕｅ　Ｔａｒ１ｆｆ”（７／Ｍ。。。ｈ／１９３１）において，「国

内での支出拡大政策は望ましいものであるが，その危険性を相殺するような他の措置を伴わない

限り ，今日では安全でなく ，実行可能でもない」と支出拡大に伴う貿易収支や予算収支の悪化の

可能性を指摘したうえで，収入関税の導入を提案，輸入減少による貿易収支の改善，税収増加に

よる予算問題の改善，さらには輸入代替的な生産増加による雇用の改善を期待する。しかし，そ

れはあくまで緊急的，一時的な非常手段とあるとして，ｒもし世界の物価水準が１９２９年の水準ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
で回復した場合，このような収入関税を廃止することにすれはよい」と，その緊急性を強調する 。

　しかし英国は１９３１年９月２１日 ，ついに金本位制を離脱，ポンド為替相場は急速に下落していく 。

ケインズは離脱直前の９月１０日に，「私個人としては，今のところ平価切下げを正しい救済策と

考えているが，これまで英国のどの政党の政策ともなっていない」となげいていることからも明

らかなように，金本位制からの離脱に賛意を表明し，収入関税案を徹回する。そして，「自分た

ちを縛っていた黄金の棚がはずされて喜ばないような英国人は，ほとんどいない。われわれはつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
いに，分別あることを行ないうる自由を手に入れるようになっ たと感じている」と喜びをあらわ

した 。

　ところで，これまで論じてきたように２０年代の終りから３０年代にかけての時期，ケインズは総

需要の理論に立脚して政策提言を行ってきたが，不況期における総需要喚起政策は，多くの場合 ，

正統派の経済理論や有識者の既成観念 ・常識に反するものにならざるをえない。「私の考えでは ，

どんな種類の行為が有益であるのか，逆に有益でないのかに関して，重大な誤解が存在すること
　５）
です」と述べ，さらに，「利口ぶった人がしばしば，われわれは稼いだ以上には使えないという 。

それはもちろん個々人にとっ ては正しいが，社会全体に適用すれば誤りになる。社会全体にとっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
ては，われわれは支出以上には稼げないという方が正しいのである」と述べて，ケインズ経済学

の核心の一つである「合成の誤謬」を理解させようとしている 。

　実際，常識と最も鋭く対立したのは予算をめぐる問題であ った。いうまでもなくケインズは ，

総需要の拡大による国民所得の増加や失業の減少を通じてのみ均衡予算を回復できるという立場

から，「国民所得の減少となるような方法では決して予算は均衡化しない。長期的にみて予算を

均衡させる唯一の方途は，経済を正常にもどすことであり ，失業によっ て生じる予算への大きな

負担増加を避けることである。」「予算を悪化させるのは失業の負担と国民所得の減少である。失
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
業問題に対処せよ。そうすれは予算問題はおのずと解決される，」と主張する 。

　しかしながら，ケインズと当時の正統派あるいは保守派の論者との問の見解の相違の根底にあ

るのは，英国経済の将来のあるべき姿（ヴィジ ョン）の違いであり ，前述したようにケインズが，

国内投資一国内産業型のハランスのとれた経済構造を志向しているのに対して，依然として１９世

紀型の古き良き大英帝国の復活を夢想している多くの論者がいたことである。たとえは，スタン

プ氏（Ｓ　Ｊ　Ｓｔａｍｐ，実業界の権威の一人）はケインスとの討論（１９／Ｆｅｂ／１９３０）のなかで，まさに典

型的な意見を述べている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２６）
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　「結局，あなた（ケインズ）の提案していることは，世界におけるロンドンの価値と金融の重

要性を最小化しようとすることです。あなたの意図はロンドンが，外国人にとっ て低金利で借り

入れできる自由な場所であることをストッ プさせることになると，私は理解します。実際，外国

からの借り入れは，わが国の輸出貿易にとっ て最重要の要因なのです。ロンドンで調達された資

金は（英国から）機関車や鉄鋼が輸出されることを意味します。あなたはそれらをパリやニュー
　　　　　　　　　　　　　　８）
ヨークに追いやろうとしています 。」

１）『説得論集』（則掲訳書）の２８０ぺ一シ 。

２）同上，２８１ぺ一ジ 。

３）同上，２０５ぺ一ジ 。

４）同上，２９１ぺ一ジ 。

５）同上，１６３ぺ一ジ 。

６）　ＸＸＩ
，ｐ
．１２６

７）　ＸＸＩ
，ｐ
．１５０

８）ＸＸ，ｐ
．３２４．また，拙著（前掲書）の第６章第６節も参照のこと 。なおこの見解は１９１０年のケイン

　ズ自身の見解でもある 。ＸＶのｐｐ．４４～６０

ｗ　深刻の度を深める世界不況

　１９３３年６月に，世界的大不況への対応策と国際通貨問題を協議するための国際会議がロンドン

で開催されることが決まる。ケインスはそれを受けて，３月に
‘‘

Ｔｈｅ　Ｍｅａｎｓ　ｔｏ　Ｐｒｏｓｐｅｒ１ｔｙ”と題

する４編の論説を『タイムズ』紙に発表，同名のパンフレ ットとなる 。

　ケインスは不況 ・失業問題の本質を次のように具体的に人々に問いかける 。

　　「逆説は一戸でも多くの住宅供給がわれわれの最大の物的要求である時に，英国では２５万人

　の建設労働者が失業しているという事実のなかにある。　　問題にされるべきは，失業者に ，

　船という人問の最も偉大な所産の一つを造らせるために彼らの生活維持費の一部を費やすより

　も ，造船工を失業させておく方が，国富を増加させるよりも経済的で，より正しい計算だと考
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　える政治家がはたして正気かという点である 。」

　そしてケインスは資本支出計画の有効性を今度は雇用乗数の理論を用いて，『ロイト ・ジ ョー

ジはそれをなしうるか』の時よりも明快かつ説得的に説明する。すなわち，追加的な公債発行に

よっ て賄われる支出総額（第一次支出）が生み出す雇用の増加分を第一次雇用と呼び，「これによ

って新規に雇用された労働者が，今までよりも多く支出することにより ，他の雇用を増加させる
　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ことになる。それが次々と起ってくる」として，この波及的な雇用の増加を二次雇用と呼ぶ。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
して効果の漏れを考慮して，英国の実際の雇用乗数を控え目に１ ．５と推定する 。

　また公債支出政策と予算問題の関係について，「雇用増大計画を進めるにあた っては，予算均

衡計画に抵触しないように，徐々に注意深くあらねばならないと考えることは，完全な誤りであ

ることがわかるだろう 。全く逆である。国民所得を増大させ，雇用を増大させることによっ てし
　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
か予算を均衡化させることはできない」と述べ，赤字財政の効果を強調する。また総需要の理論

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２７）
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からみるかぎり ，投資，消費，輸出超過のいずれの増加でも政策上の効果は同じであることから ，

「（減税による）納税者の支出力の増加は，公債支出による支出増加と全く同様の好ましい波及効
　　　５）
果をもつ。」「英国の１億ポンドの公債支出の増加または減少の効果は，英国の国際収支のほほ１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
億ポンドの改善または悪化の効果に等しい」と言い切る 。

　さらにケインズは，完全雇用を実現する総需要の大きさという考えを提示して，デフレギャッ

プが生じている不況下の経済政策が完全雇用下とは全く異ることを明らかにしている。すなわち ，

「多くの人々が，失業が皆無であるという想定にもとづいた理論に拠って，失業問題の解決をは

かろうとしている」と批判，完全雇用下では提案されているような公債支出政策は望ましくない

とし，「そのような場合には，公債支出の増加分は，公債支出の増加分は物価 ・賃金は引上げと ，

資源の一方の用途への転用だけに終ってしまうからである。換言すれば，それは純粋にインフレ
　　　　　　　　　　　　　７）
一シ ョン誘発的なものとなる」と警告する 。

　以上のことからケインズは，世界的大不況を克服するために，各国に共同した公債支出政策の

実施を強く求めるとともに，現実には各国が国際通貨準備の流出を恐れて大胆な公債支出政策に

踏み切れないという現状を配慮して，各国の既存の金準備の配分をべ一スに新しい国際通貨とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
て用いられる金証券の創出も併せて提案する 。

１）『説得論集』（前掲訳書）４０５～６ぺ一ジ 。

２）同上，４０９ぺ一ジ 。

３）同上，４１２ぺ一ジ 。

４）同上，４１９ぺ一ジ 。

５）同上，４２０ぺ一ジ 。

６）同上，４２１ぺ一ジ 。

７）同上，４２２ぺ一ジ 。

８）同上の４３１～５ぺ一ジおよぴ拙著（則掲書），第７章第２節を参昭のこと 。

Ｗ　大不況の克服から戦後の展望へ

　大不況の嵐も去り ，景気も回復しつつあ った１９３７年１月 ，‘‘Ｈｏｗ　ｔｏ　Ａｖｏ１ｄ　ａ　Ｓ１ｕｍｐ”（１２１４／

Ｊａｎ／１９３７）で，新らためて不況の問題を取り上げる。前年の１１月に『般理論』を完成させたケ

インスが，次の好況を展望できるようになっ たこの時期，景気変動に対してとのような政策論を

展開したのだろうか 。

　ケインズは，現状を「われわれは不況を苦しみながら乗り切り ，繁栄へのスロープを登りつつ

ある 。…… いま，これ以上の刺激を経済活動に与えるよりも ，次のスランプをいかに回避するか
　　　　　　　　１）
がより重要である」という判断を示す 。

　それゆえ総需要政策の効果についても ，「いまや中央からのいっ そう一般的な（総需要への）刺

激を与えるのは大きな利益とはならない段階に到りつつある」として否定的となり ，むしろ産業

間や地域間の景気回復のばらつきを考慮して，「景気回復の後半段階では，別の工夫が必要とな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
る。 われわれは，より大きな総需要よりも正しく配分された需要を必要としている」と述べ量的

（３２８）
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な総需要拡大政策からの脱皮を求めている 。

　そしてケインスは，大不況という厳しい経験と『貨幣論』から『一般理論』に到る総需要理論

の発展の成果をふまえ，次のような政策原理を提示する。すなわち，資本王義経済の長期的な繁

栄のためには，貯蓄に見合う十分な投資が不可欠であることから，持続的な低金利政策を，また

中期的な景気循環を抑制し景気の安定化をはかる手段としては，これまで述べてきたような公共

的・ 準公共的投資（国家がある程度コントロールできる投資）の反循環的で裁量的な実施を求め，次

のように述べる 。

　　「長期利子率はわれわれが最適と信じる水準の出来るだけ近くで，継続的に維持しなければ

　ならない。それを短期的な政策手段として用いることは不適当である 。…… 地方当局が不況期

　に資本支出を進めることが賢明であるように，現在，合理的な判断で留保できる新事業は，い

　かなるものであれ，延期することが賢明である。私は地方当局がそれらの改善計画を放棄すべ

　きであるといっ ているのではない。それどころか，地方当局はそれらの計画を素早く実施でき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　るように，十分に練り上げておくべきなのである 。」

　以上のことからケインズは，「投資を促進する賢明な公共政策は長い準備を必要とする。いま

必要が生じた時に備えた健全な計画を準備するための，公共投資委員会を任名するべき時である 。

　　　　　　　　　　　　４）
危機がきてからでは遅すきる」と王張する。このようにケインスが長期的視点に立って公共的投

資を重視するのは，資本主義経済の成熟観が背景にあるからであり ，「好況期でも投資の大部分

は公共的な投資である」という現実認識のもとに，「今日の社会構造と富の分配構造のもとでは ，

通常の繁栄期の英国の国内貯蓄を民問投資によっ て吸収できない」とみているからである 。

　その後，英国政府はナチスドイツの台頭に対抗し，１９３７年には１５億ポンドにのぼる軍事支出計

画を提案，ケインズの関心も不況からインフレーシ ョンに移 っていく 。しかしケインズの平和へ

の願いもむなしく ，１９３９年には第二次世界大戦が勃発，英国も戦時経済体制へと移行していっ た。

　ところが大戦開始間もない１９４１年，早くも大戦後の雇用政策に関する議論が始まり ，ミード

（Ｊ．ｍ。。 Ｍ・。ｄ・）がその中心な役割を果したが，ケインスもミートとの意見や書簡の交換を通じて ，

ミートの「雇用政策に関する文書」の作成に貢献した 。

　ケインズはまず，適正な総需要政策のもとで生じる失業率（いわゆる自然失業率）を５％程度と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５〕
みなし，この水準を公衆が容認でき政策的にも実現可能なレベルと想定する。そして短期的には

消費よりも投資のコントロールを支持して，「投資量を変化させる方策を優先して消費量を変化

させる方策に過度の強調を置くのは，はたして賢明といえるでしょうか。…… きわめて短期問し

か当てにできない税の免除は，人々の消費を刺激するうえで，非常に限られた効果しかもたない

かもしれない。たとえそれが成功したとしても ，雇用が改善したときに，再び課税するというの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
は， 政治的観点からみて困難でしょう 。」「景気循環が生じるような厳密な短期的な変動につい

てですが，その択一的な救済策は投資を増大させることによっ て全般的な需要の変動を相殺しよ

うとするのか，それとも消費を刺激することによっ てそれを相殺しようとするかです。個人的に
　　　　　　　　　　　　　　７）
は私は第一の救済策に賛成です 。」

　ではなぜ殺資のコントロールを支持したのだろうか。ケインズは完全雇用のもとでの予想され

る貯蓄（いわゆる完全雇用貯蓄）を貯蓄の指示（ｉｎｄｉ。。ｔ．ｄ）水準と呼び，この大きさと現実の投資と

の関係について，戦後の予想される推移は次の３つであると仮定する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２９）
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　第１局面　　戦中に抑制されていた投資が集中して過大となり ，貯蓄の指示水準をこえてイン

フレ傾向が生じる。しかし，ここで投資を抑制するのは，緊急に必要な投資も抑えることになる

から，割当て制などによっ て消費を抑え，貯蓄の指示水準を大きくする方が望ましい。この時期

は戦後５年間ほど続くかもしれない 。

　第２局面　　緊急に必要な投資のみではもはや貯蓄の指示水準を下回わるが，社会的に有用な

投資を奨励することによっ て投資と貯蓄の指示水準との均衡が可能となる。この期間の予想は第

１局面よりも困難であるが，５～１０年は続き徐々に第３局面に進んでいく 。

　第３局面　　無駄な投資を行わない限り ，貯蓄の指示水準を下回るほど，投資需要が飽和状態
　　　　　８）
とな っている 。

　ケインズは以上の３つの局面を展望したうえで，次のように結論づける 。

　「なぜ私が消費の増加よりも巨大な規模の投資を望むのかという問題があります。これについ

ての私の主たる理由は，わが国はまだ資本の飽和点といっ た（第３局面の）段階に到達していな

いというものです。もしわれわれが資本を大幅に増大できるならは，長期的に生活水準を向上さ

せるでしょう 。２０年に及ぶ大規模投資の後では，私は考え方を変えていることでしょう 。しかし ，

戦後最初の１０年間（おそらくそれに続く１０年も），住宅支出を犠牲にして食糧や飲料により多く支出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
することを奨励するのは，社会的利益にならないでしょう 。」

１）　ＸＸＩ　 ｐ３８４

２）　ＸＸＩ　ｐ３８５

３）　ＸＸＩ　 ｐ３８９

４）　ＸＸＩ　 ｐ３９４

５）　ＸＶ】Ｉ，ｐ３３５

６）　ＸＶｎ，ｐ
．３１９

７）　ＸＶ■，ｐ
．３６１

８）　ＸＶ■，ｐｐ
．３３１～２

．

９）　ＸＶｎ
，ｐ
．３５０

．

おわりに　　ケインズと現代の不況 ・失業問題

　１９３０年以後，資本主義諸国は程度の差はあるものの，長ぴく不況と失業問題に苦しみつづけ ，

体制の危機さえささやかれていた。社会王義革命に強い危機感を持つケインズが，不況 ・失業問

題にのめり込み，この問題の解決が全てであるかのような印象を人々に与えたために，ケインズ

政策とは「総需要拡大（とりわけ財政赤字）政策で失業をなくすことである」と極論する論者もい

る。 実際，代表的なケインジアンであるハリス（Ｓ　Ｅ　Ｈ・ｍ・）でさえｒケインズ革命とは何か」

と自問し，次のように答えている 。

　　「第１に，それは完全雇用という目的を力説したことである。古い経済学が労働 ・資源およ

　び資本の最も有効な利用という問題に力点をおき ，完全雇用を想定しているのに対して，ケイ

　ンズは雇用に注目を集中した。彼の主要な課題は失業問題であ った。第２に，それは戦争のな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３０）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）　い時期に，なぜ失業が存続するかを発見しようとする企てである 。」

　他方・反ケインジアンの著名な学者であるハーリー・ ションソン（Ｈ　Ｊｏｈｎ．ｏｎ）は，ケインス

およひケインス派の政策論を，雇用至上王義であるとして批判する 。

　　 「杜会的厚生と完全雇用を同一視する見方は，たんに労働者階級に対する極めて狭い恩恵的

　な態度を意味するだけでなく ，政策問題に対する態度における深刻な偏見を招くものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）　　　そのおもむく所は，失業による社会損失と完全雇用の杜会的利益の重大な誇張である 。」

　ではケインスは失業問題をとうとらえていたのだろうか。われわれは本論において，少なくと

もケインスが３つのタイプの失業の原因と対策について論じたことを明らかにした
。

　第１のタイプは，初期ケインスが強調したテフレーシ ョン ・プロセスおける失業　　すなわち

期待デフレによっ て生じる生産の抑制 ・延期に伴う失業である。このような物価水準の安定性に

対する確信の喪失から始動するテフレーシ ョンの進行は，近年の平成ハフルとその後の崩壊にお

ける資産デフレ（下落しつづける株価や地価）そのものである。ケインズが，「個人主義的資本主義

はデフレの進行に耐えられない」としばしば指摘しているのは，デフレ ・スパイラルさえ懸念さ

れている今日の平成不況にとっ ても十分に示唆的である 。

　なお，このような失業の動態的要因は，その後も不況を悪化させる要因としてしはしは指摘さ

れる。たとえば，『チャーチル氏の経済的帰結』では，「デフレーシ ョンはどれほどわずかなもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）であれ，いっ たん生じれば累積的に進行する」と述べ，『ロイド ・ジ ョージはそれをなしうるか』

では，「繁栄への影響は，景気後退のそれと同様に，累積効果を及ぼすからである。不況時には ，

発注を遅らせる傾向があり ，在庫の積み増しは延され，一般的に積極的な行動をとっ たり ，危険
　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
を冒したりするのを藤跨するようになる」と述べている 。

　また，物価水準の安定性への確信はより一般に，将来に対する企業の確信となり ，ケインズの

理論と政策の重要な概念として展開される 。たとえは大不況から回復と企業の確信（ｃｏｎ丘ｄｅｎｃｅ）

の関係について，次のように主張する 。

　「長期的にみて，実際の企業利潤の回復以外に企業の確信が維持される方法はないだろう 。こ

のことは，もし事業や雇用が他の理由で改善するならば，この改善の企業の確信に及ぼす効果は

累積的である。……賢明な緊急的な救済策であ っても ，それが企業の確信を回復させると ，この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）確信が，緊急的な救済策に代って必要な刺激を提供する 。」

　ケインズが論じた第２のタイプの失業は，雇用の配分が適正になされていないために，ある特

定の産業（や地域）に労働の過剰 ・超過供給が生じるというもので，いわゆる構造的 ・摩擦的失

業と呼ばれるタイプである。一般的には，このタイプの失業は『一般理論』では古典派理論と両

立する失業であるとして研究対象から除かれたものである。しかし，このタイプの失業は大胆に

いえば，戦間期の英国の失業の中心だったのである。ケインズは，この問題をまず対外貸付けと

の関係で，次いで金本位制復帰後の高金利政策との関係で論じたが，それは２０年代末においても

最大の関心事であり ，繰り返し主張しつづけられた資本支出（公共的投資）の奨励 ・助成の提案

は， まさにこの失業の解決のためだ ったといえる。たとえは『ロイド ・シ ョージはそれをなしう

るか』で ，「転職問題（ｔ。。ｎｆ。。ｐ。。ｂ１ｅｍ），つまり永続的に労働過剰を期待している産業からその

労働を移転させ，新しい仕事に就かせるという課題の困難さにある 。…… 遅れれば遅れる程，課

題はますます困難さを増し，長期問継続する慢性的な失業状態を強いられる人々の再雇用はます

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３１）
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　　　　　　　　　　　６）
ます難しくなるからである」と述べている 。

　実際，長期不況の様相を呈している平成不況の原因の相当部分は，平成景気およびバブル期に

なされた「誤った方向への過大な投資」とそれによっ て生じた膨大な不良債権の後遺症であり ，

今後の大問題の一つは，銀行 ・証券，土木建設業，不動産業さらにはレジャー・ リゾート関連事

業など国の保護政策とバブルで肥大し，非採算と過剰雇用に陥ってしまっ た分野でのリストラと

それに伴う再雇用の問題である。したがって，もしケインス政策を今日の日本経済に適用すると

したならは，それはハフル依存型産業の雇用を守る土木建設型の公共事業政策ではなく ，２１世紀

の新しい日本経済の産業構造を指向する戦略的な公共事業の大胆な展開でなければならず，そう

でなければ，企業の確信も回復せず自律的な景気回復は生じないだろう 。その意味で今日 ，素朴

な総需要政策は真のケインズ政策とはいえない 。

　そして最後の第３のタイプは，総需要不足による失業であり ，ケインスが自発的失業や摩擦的

失業と区別し，マクロ的な総需要政策によっ て解消できるものと定義した非自発的失業である 。

しかし，われわれが注目しなけれはならないのは，ケインスは『般理論』以後においても ，失

業の原因をこの第３のタイプに限定することはなく ，第２のタイプとの混合型が現実であると考

えている点である。たとえは１９４３年においても ，「第二次大戦前の１０年問，ほとんと毎年のよう

に有効需要は不足していたし，実際の失業率はこれと構造的失業の結果であると私は考えます 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
構造的失業が困難のすべてであると示唆すれば，非常な面倒を引き起こすことは確実である」と

述懐している。すなわちケインズは，戦問期の失業をすべて第２のタイプに押し込めようとする

見解を批判し，第３のタイプの失業が存在することを主張しているのであ って，その逆ではない 。

それゆえケインズは，もし仮に１０％をこえる失業がすべて構造的要因によるものならば，自由企

業体制は失敗といわざるをえないと結論づける 。

　いずれにせよ ，反ケインジアンが批判するのは，「完全雇用が社会福祉の唯一の定義であり ，

いかなる代償を支払っても追求すべき目標」とし，増加しつつある自然失業率の上昇を無視して ，

失業率の引下げを追求しつづけているという点である。この批判はケインズ自身への批判として

正鵠を射ているのだろうか。既にわれわれは，本論の「はじめに」で失業問題の重要性を指摘し ，

さらにｗにおいて，景気回復から戦時経済へ移行する状況に対するケインズの柔軟で適切な診断

と政策原理を示しておいたので，ここでは，ハリー・ ジョンソンの次の問題提起を検討したい 。

彼は「社会的厚生を単純な失業率のみであらわし，失業率に含まれる多面的な自由選択的要素を

無視したり拒否したりする結果は，もう一つの重要な事実を無視することになる」と述べ，無視

される事実として社会保障の充実と豊かさの実現による自発的な失業の増加をあげ，さらに地域

的な失業の増加傾向も含め，次のように指摘する 。

　「ある地域に数世代にわたって継続する高い失業率が，自由時間を減らして雇用を増やすより

は， 広い意味での余暇の方を好み，高賃金で少ない雇用を社会的に選好する結果なのか，それと

も競争的システムが職業の機会を提供するのに失敗した結果なのかを知るのは，きわめて困難で
　　８）

ある 。」

　そこでわれわれが，このようなジ ョンソンの問題提起に触発されて思い浮ぶのは，ケインズは

決して労働至上主義者でも労働賛美主義者でもなく ，むしろ経済問題（物的な豊かさの実現）が解

決されるならば，人々がより高次元の欲求（芸術的創造や鑑賞，知的な交流など）の実現に向うだろ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３２）
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うと考えていた点である。それゆえわれわれは，本論のｗで述べた戦後に予想される時代の推移

の第３の局面に注目したい。なぜならそこでケインズは，「第３の局面がみえてくると ，賢明な

消費を奨励し，貯蓄を減らすこと ，そして余暇の増大やより多くの休日（これは貨幣を手放させる

のに，すばらしくよい方法である），および労働時問の短縮により ，不要な余剰の若干の部分を吸収
　　　　　　　　　　　　　　９）
することが，必要なっ てくる」と述べているからであり ，私はここに，ジ ョンソンの批判が不適

当であるというケインズの回答が示されているように思われる 。

１）Ｓ　Ｅ　Ｈａｍｓ，Ｊｏｈｎ　Ｍａｙｎａｒｄ　Ｋｅｙｎｅｓ，（『ケインス入門』塩野谷訳，東洋経済新報社，１９５７年）の６３

　ぺ一ジ 。

２）Ｈａｒｒｙ　Ｇ　Ｊｏｈｎｓｏｎ，Ｔｈｅ　Ｓｈａｄｏｗ　ｏｆ　Ｋｅｙｎｅｓ，（『ケインスの影』中内訳，日本経済新聞社，１９７７年）

　の２５２ぺ一ジ 。

３）『説得論集』（同Ｉ』掲訳書）の２６６ぺ一シ 。

４）同上，１２７ぺ一ジ 。

５）ＸＸ，ｐ
．４４４．ところで今日の平成不況においても重要なのは，この企業（や消費者）の将来に対す

　る確信の回復であり ，公債支出政策それ自体は支出額も重要であるが，真に不況を克服するには，そ

　の内容がより重要となる。なぜなら，公共支出の内容が企業消費者の確信を低下させるようなものな

　らば，民問投資や消費支出はむしろ減少し，むしろ逆効果になるからである。当然ながらこのことは

　ト般理論』で指摘されている。ＪＭＫｅｙｎｅｓ，“ＴｈｅＧｅｎｅｒａ１ＴｈｅｏｒｙｏｆＥｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ，Ｉｎｔｅｒｅｓｔａｎｄ

　Ｍｏｎｅｙ”１９３６（塩野谷祐一訳『雇用 ・利子および貨幣の一般理論』東洋経済新報杜，１９８３年）の１１８

　～９ぺ一ジ 。

６）『説得論集』（前掲訳書）の１０６ぺ一ジ 。

７）　ＸＶｎ，ｐ３５４

８）　『ケインズの影』（前掲訳書）の２５３ぺ一ジ 。

９）ＸＶ１皿，Ｐ
．３２３．および『一般理論』（前掲訳書）の第２２章の４ ・５ ・６ ，とりわけ３２６ぺ一ジを参照 。

（３３３）
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